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資 料 

「標準的電子カルテ 推進委員会」 

最終報告 ( 案 ) 

平成 17  年 3  月 30  日 



1 . はじめに 

電子カルテについては、 医事会計システム 等の医療機関を 構成する部門内の 業務を効率的 

に処理するためのシステム、 検査や処方等の 指示と確認、 を関係する部門間でオンラインで 実 

施するオーダー・エントリー・システムといった 医療情報システムの 発展段階を経て、 患者 

の病状や治療経過等の 多様な診療情報を 電子的に保存し 更新するとともに、 保存された情報 

の 検索・分析、 閲覧等の機能を 有するシステムとして、 実 運用されるに 至っている。 

しかしながら、 電子カルテの 開発側の企業における 技術的な進展、 学術分野における 電子 

カノ レテ 構築と運用管理方法等に 関する知見の 蓄積がみられる 一方で、 電子カルテの 導入を行っ 

た 医療機関等の 関係者から、 システム導入・ 維持等に要する 高額な費用等の 間 題 にあ れせて、 

システム間の 相互運用性の 不足等の標準化に 関連した問題が 提起されるようになってきた。 

また、 個別の医療機関内で 完結する電子カルテは 発展してきたが、 地域医療の連携への 活 

用は十分ではなく、 適切な医療施設間の 情報連携を進めるためにも、 標準化の推進が 必要と 

なっている。 

このような背景の 下、 厚生労働省では、 平成 15 及び 16 年度の厚生労働科学研究費「医 

療技術評価総合研究事業」において、 わが国の医療現場等で 得られた知見や 経験を体系化し、 

今後の効果的かっ 効率的なシステム 標準化等の推進に 寄与するため、 標準的電子カルテ 開発 

に 重点化して研究事業を 採択し、 標準的電子カルテの 開発と環境整備に 向けた研究プロジェ 

クトを進めることとした。 

また、 厚生労働省 医 政局長の私的検討会として 平成 ]5 年 8 月に設置した「標準的電子カ 

ルテ推進委員会」 ( 以下、 本委員会 ) においては、 上記の標準的電子カルテ 関連の研究事業 

の成果を踏まえながら、 標準的電子か しテ に求められる 共通の機能や 基本要件、 運用管理の 

あ り方、 今後の適切な 普及方策等の 検討を行ってきた。 

本委員会が、 平成 16 年 8 月までに取りまとめた 中間論点整理メモにおいては、 電子力 ル 

テの 現状と普及のための 課題とともに、 課題解決に向けた 検討の視点と 方向性等を整理して 

いるが、 その主要な検討項目ごとに 引き続き検討を 深め、 電子カルテが 維持 的 ・段階的に円 

滑に発展していくための 枠組みや基盤等について、 委員会としての 考え方を取りまとめたと 

ころであ るので、 ここに報告する。 

正 電子カルテの 現状と普及のための 課題 

]. 医療の十 註闘ヒに 向けた取組の 動向 

㈲厚生労働省等の 取組 

医療機関が電子カルテを 導入するための 環境整備のため、 平成 11 年 4 月の厚生省通知「診 

療録等の電子媒体による 保存について」により、 医師法及び歯科医師法に 規定する診療録等 

について、 一定の要件 ( 真正性、 見 読性 、 保存性の 3 基準 ) を各施設の責任において 担保す 

ることで電子媒体に 保存することを 容認、 している。 

また、 内閣府「高度情報通信ネットワーク 社会推進戦略本部 (l 丁 戦略本部 ) 」の「 e-Japan   

重点計画」策定を 契機に、 平成 13 年 3 月に「保健医療情報システム 検討会」を設置し 、 情 
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報 技術を活用した 今後の望ましい 医療の実現を 目指して、 医療分野の情幸田 ヒ 推進の目標や 方 

策等の検討を 行い、 同年 12 月に「保健医療分野の 情報化にむけてのグランドデザイン」 ( 以 

下、 グランドデザイン ) を公表した。 

グランドデザインには、 平成 W4 年度から概ね 5 年間の医療の 情報化の達成目標とともに、 

産官学の役割分担と 戦略的日貴報化を 推進するためのアクションフランが 提示されているが、 

その中で、 医療情報システムにおける 標準化の推進の 重要，性が強調されている。 また、 電子 

カルテについては、 電子的診療記録等の 保存システムとしての 役割だけでなく、 医療の質の 

向上や医療組織の 経営効率化の 支援を図る有力な 手段としても 位置づげられている。 

電子カルテの 普及第としては、 医療機関の導入コスト 等の負担軽減のため、 平成 13 年度、 

14 年度と補正予算の 機会に病院への 電子カルテ導入の 予算措置 (241 病院 ) を講じてきた 

販 l 丁投資促進税制による 税制上の優遇措置、 ( 独 ) 福祉医療機構による 低利融資、 医療 施 

設の建替え等の 整備に併せた 病院内情報化の 補助等の経済的支援を 行っている。 

電子カルテ推進の 基盤となる標準的な 医療用語やコード 体系について @ ま 、 ( 財 ) 医療情報 

システム開発センターが、 社会保険診療報酬支払基金等と 連携し、 平成 15 年度までに、 病 

名、 医薬品、 検査等の 9 分野のマスタ 一表の一定の 整備を行っている。 同マスタ一表 は つい 

ては、 インターネット 上で無償で公開すること 等により、 医療現場での 利用に供しつつ 定期 

的なメンテナンスを 実施し、 普及に努めている。 

電子カルテを 基盤とした地域医療ネットワークについては、 平成 14 年度より、 個人情報 

保護を前提とし、 実際の診療に 係る情報を地域の 関連する医療施設や 患者等の間で、 専用 回 

線 等を通じて電子的に 交換や共有するモデル 事業を実施しており、 成功事例等について 関係 

者に広く情報提供してきたところであ る。 

こうした取組とも 相まって、 情報セキュリティ 確保への要請が 高まっており、 「医療情報 

ネ、 ッ トワーク基盤検討会」を 設置して、 国民の医療を 受ける際の利便性の 向上や医療の 質の 

向上等の観点から、 今後の望ましい 医療情報ネットワークの 構築に向けた 制度基盤等につい 

て 検討を行い、 平成 16 年 9 月に、 保健医療福祉分野の 公開鍵基盤、 書類の電子化 度ぴ 診療 

録等の電子保存の 主要検討課題を 中心に、 最終報告を取りまとめたところであ る。 

(2) 学会・企業等の 取組 

平成 15 年 2 月に日本医療情報学会が 公表した「電子カルテの 定義に関する 見解」におい 

ては、 電子カルテの 機能を軸に論点整理がなされており、 最低限のシステムから ぺ一 パーレ 

ス電子カルテまでの 機能要件を整理することで、 必要な情報の 電子化と標準化等、 電子カル 

テ構築の方策や 今後の電子カノ レテ のあ り方の検討にとり 意義深い内容となっている。 

医療情報分野における 標準化案の策定に 関わる関連団体が 標準化施策について 協議するた 

めの場として 医療情報標準化推進協議会 ( 通称 HELlCS) が関連 6 団体 * によって平成 13 年 

5 月に設立された。 そして、 標準化規約等のうち 安定的に維持がなされひろく 採用が推奨 さ 

れるものを H 巨 Ⅲ CS 標準化指針として 採択し公表することによって、 その標準化が 普及する 

ことを推進している。 これまでに、 標準医薬品マスタ 二 HL.7 に準拠した臨床検査データ 交 
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換 規約、 DlCoM 規格、 標準病名マスターが 標準 ィヒ 指針として採択されているところであ るけ 

( 財 ) 医療情報システム 開発センタⅠ ( 社 ) 日本医学放射線学会、 日本医療情報学会、 ( 社 ) 

日本画像医療システム 工業会、 ( 社 ) 日本放射線技術学会、 保健医療福祉情報システム 工業 

嚢   

医療機関における 情報化をよ り 一層推進するには、 医療知識と情報技術の 両方に明るい 人 

材の育成が重要であ る。 日本医療情報学会では 平成 15 年度から、 医療情報技術の 専門的人 

材を養成し医療情報技師として 認定する医療情報育成事業を 開始した。 

HL7(HealthLeve@Seven) については日本支部であ る日本 HL7 協会が、 日本での HL7 の普及 

に 力を入れており 年に数回のセミナーを 開催したり、 ニュースレータを 発行するなどして 啓 

蒙を続けている。 

保健医療福祉情報システム 工業会㏄ AH@S) f ま 、 医療情報関連業界の 唯一の業界団体とし 

て 医療情報の標準化策定事業等を 積極的に推進し、 平成 15 年度から標準的電子カルテ 関連 

の厚生労働 ネ 半学研究班に 協力するとともに、 平成 16 年度経済産業省の 医療情報システムに 

お ける相互運用性の 実証事業において 医療情報システムにおける 相互運用性推進普及プロ 

、 ジェク ト を実施、 相互運用性普及のためのロードマップを 作成するなどしている。 

lH 巨 (@ntegratingtheHealthcare 巨 nterpri:iSe) の日本版であ る lHE- しでほ、 ( 社 ) 日本画像医療 シ 

ステム工業会㎝ RA) が管理事務局となって 運営委員会のもとに 放射線部門情報システムの 

相互接続性の 推進だけでなく、 病理、 内視鏡、 超音波、 循環器分野への 適用も着実に 進めて 

いるところであ る。 相互接続性確認試験に 相当するコネクタ ソン は平成 16 年 2 月、 17 年 2 

月 に実施され成果を 上げている。 

(3) 医療のⅠ講田 ヒに 向けた諸外国の 動向 

国際標準化機構 (lSo) においては、 技術委員会 (lSo/ 丁 C215) が設置され、 医療情報の 

標準化の様々な 領域について 加盟各国からの 参加を得て議論が 行われている。 医療情報全般 

の Ⅱ」 7 、 画像情報の DlCoM(DigitallmagingandCommunicationsinMedicine 肚 、 代表的な情報交 

換のための標準的規格であ り、 産業界や医療情報学界の 識者が参画する 形での自主組織によ 

る取組として 標準化の活動が 進められてきている。 

電子カルテのメッセージ 交換のインフラとしては、 H 」 7 をべ ー スとする情報システム 開 

発プロジェクトが 先進国で進行しており、 HL7 Ver.3 では参照情報モデル Rl Ⅶ Reference 

lnf0rmationModel) やドキュメント 交換アーキテ ウ チヤ一の CD 机 C れ nic 引 DoGumentA 托 hiteCture) 

を開発する等、 電子カルテに 向けた拡張を 推進している。 

電子カルテの 機能モデルの 開発については、 H 」 7 が米国医学院 (l0M № stitute0fMedicine) 

の 報告を受けて、 HL7@nformationlnfrCastructure Ⅱ 巨 R-SFunotlons を策定中であ る。 

lHE については、 Ⅱ」 7 や DlCoM のシステムへの 実装に止まらず、 相互運用性の 確保に向け 

た取組、 医療現場の業務フロ 一のモデルの 検討等、 企業や情報学会の 識者を中心に 標準化の 

活動が進められているが、 医療機関側からも 高い関心が寄せられっ っ あ る。 

医学用語と概俳のコード 化の分野で @ ま 、 米国 CAP(Co@legeofAmericanPathologists) の 1 部 
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門 であ る SNOMED lnterrnational が、 SNOMED-CT(C Ⅱ rnical Terms 庄 開発し、 米国では国立医学 

図書館 (NLM:Natlonal 口 brarnyofMedicine) が 5 年間で 3240 万ドル負担することによって 米 

国内で使用権 を確保し普及を 図っている。 

2. 電子カルテの 普及状況と課題 

㈲普及状況 

全国の 87.8% の二次医療 圏 で少なくともⅠ施設において、 また、 全国の 400 床以上の病院 

の Ⅰ「・ 7%  (99 施設 ) において、 電子カルテが 導入されている ( 平成 16 年 4 月現在 ) 。 診療 

所については、 2.6% が導入済みとなっている ( 平成 14 年 10 月 厚生労働省医療施設静態調 

査 ) 。 

(2) 普及に向けた 電子カルテ標準化等に 関連する諸課題 

本委員会の中間論点整理メモでは、 下記の 6 つの課題を指摘している。 

また、 新旧のシステムを 含む異なるシステム 間の情報の可用性や 相互運用性の 確保等の課 

題が指摘されており、 マノ レチ ・ベンダ一の 環境下においても 部門システム 間の円滑な接続が 

可能となるような 枠組みの検討等が 必要となっている。 

さらに、 国際的な医療情報分野の 標準化の活動が 急速に展開しつつあ り、 システム開発に 

係る基盤等の 調和を図っていくことが 必要となっている。 

の電子カルテの 医療における 役割や守備領域が 明確化できていない。 このため、 個々の 

医療機関においてシステムへの 要請が多様化しがちであ り、 これに対応していくと シ 

ステムの大規模化や 固有機能の開発など 経費の高額化を 招きやすい。 

②電子カルテの 果たすべき機能を 整理し、 システムの単位ごとに 部品化を図ることによ 

り共通利用化が 進むことが望まれるが、 こうした取組が 十分になされていない。 

③標準化された 用語・コードのマスター 構築やデータ 交換規格標準化などの 基盤整備が 

進みっ っ あ るが、 より上位のレイヤー ( 応用 層 ) についての標準化が、 今後重要であ 

る 。 

④電子カルテを 含む診療情報システムのセキュリティ 基準が明確でなく、 さまざまなセ 

キュリティレベルで 運用されており、 潜在的なリスクをはらんでいる 可能，性があ る。 

また個々にセキュ l 」ティ対策をはじめから 構築することで 導入経費を押し 上げている 

可能性もあ る。 

⑤診療録等の 電子保存のガイドライン 等については、 医療現場での 誤解等が多い 事が指 

捕 されてきており、 電子カルテのシステムにより 実現する機能と、 その運用により 実 

現する機能との 切り分げと組み 合わせ方法の 分かりやすい 指針が必要であ る。 

⑥現場の電子カルテユーザ 一にとって、 インターフェイ ス を含む電子カルテの 機能は十 

分なものとは 言えない。 
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D. 課題解決に向けた 検討の視点と 取組の方向性 

1. 標準的電子カルテが 備えるべき機能等 

㈹標準的な電子カルテの 目的や目標の 明確化 

標準的な電子カルテは、 標準化されたひとっの 電子か しテ システムの仕様書を 作成し開発 

することが目的ではなく、 備えるべき機能、 装備すべき標準化仕様、 考慮すべき 他 システム 

との整合性などを 明確に示すことがその 目的であ る。 そのための研究開発は、 平成 15 年度 

からの厚生労働科学研究において 着手され一定の 成果を上げつつあ るが、 より具体化してい 

く研究開発を 今後も継続的に 進めていく必要があ る。 

標準的な電子か しテ を示して い くには、 そもそも電子カルテの 導入目的と達成すべき 目標 

を明確化することが 重要であ る。 具体的には、 個々の患者に 提供される医療サービスの 質の 

向上、 医療機関における 医療情報の管理と 利活用の効率性と 経済，性の向上、 日本全体の医療 

提供システムのさらなる 発展、 医学的知見の 集積と新たな 医療の開発への 貢献、 などが期待 

されることから、 電子か しテ は今後の医療の 基盤的な位置を 占めるものであ ることを再確認 

されるべきであ る。 

(2) 電子カルテが 備えるべき共通の 機能と構成、 これらの機能を 満たすためのシステム 要件 

電子カルテが 備えるべき共通の 機能は、 患者への医療サービス 提供で発生する 情報の、 記 

録、 編集、 保持、 管理、 検索、 出力、 加工、 通知、 転送等に集約される。 またこれらの 各機 

能 は 、 アクタ 二 起動条件、 使用場所、 対象情報、 操作対象、 目的、 手段、 アウションなど 

主として 8 つの視点から 階層的に分類し 記述できることが 示されている。 このような方法で、 

電子カルテが 備えるべき機能を 記述しモデルとして 提示することが 進められており、 その 成 

果物を今後の 電子カルテ導入および 開発にあ たって活用していくことが 求められる。 

実際の活用にあ たっては、 地域医療機関の 規模や役割による 必要とされる 機能等の差異を 

考慮する必要があ り、 これらの差異が 医療機関の規模や 役割とどのように 関係するのかさ ら 

に 分析と提示を 進める必要があ る。 

また、 米国 loM の委託に基づいて 進められている HL7 における電子カルテの 機能モデル 

との整合性の 調査などを今後進めて い くことも重要であ る。 

  (3) 優れたマン・マシンインターフェイ ス のモデル化 

電子カルテのマン・マシンインターフェイ ス の良し悪しは、 電子カルテが 診療中に使用さ 

れるものであ ることから、 診療の円滑さに 直接的に影響を 与える。 とりわけ医療者の 診療上 

の思考の流れと 整合性を持ったマン・マシンインターフェイ ス が実現されることが 非常に重 

要 であ り、 単にグラフィカルインターフェイス 部品の配置だけでなく、 画面やメッセージの 

展開順序といった 高次のマン，マシンインターフェイ ス が慎重に検討される 必要があ る。 そ 

のためには、 マン・マシンインターフェイ ス の開発者が医療者の 診療上の思考プロセスを 理 

解すべく、 医療者と十分なコミュニケーションをとって 設計を進めることが 望まれる。 この 

場合において、 開発・導入のたびに 個々の医療者と 協議するのではなく、 大多数の医療者が 



円滑と考える 優れたマン・マシンインターフェイ ス があ るはずであ り、 既存システムにおけ 

るそのような 優れたマン・マシンインターフェイ ス をモデル化して 示すことが、 効率的で優 

れたシステムを 提供できることにつながる。 今後こうした 視点での研究を 発展させていくこ 

とが望まれる。 

優れたマン・マシンインターフェイ ス の実現は、 それ自身が操作上の 過誤を防止する 効果 

があ る点で医療安全上も 重要であ る。 また、 優れたマン・マシンインターフェイ ス を標準と 

して示すことによって、 新旧システム 移行期や、 同一医療者が 異なる医療機関において 異な 

る電子か しテ システムを扱 う ことにおける 操作事故を防止する 効果があ ると考えられる。 

(4) システム上の 共通の機能に 対応するソフトウェア 部品の標準化のあ り方 

「 ) ソフトウェア 部品の流通と 安全な利用手法の 検討 

電子カルテシステムにおけるソフトウェア 部品の標準化においては、 各部品が提供する 機 

と入出力情報が 一定程度標準化されていることが 重要であ り、 各部品を技術的にどのように 

開発するかについては 開発ベンダ一に 任されてよい。 しかし流通するソフトウェア 部品が 、 

どのような機能を 提供し、 どの部品と安全な 互換性があ るかをわかりやすく 示す手法のあ り 

方を業界が検討して 提示しておくことが 必要であ る。 

一方で、 安全な部品を 集めて組み立てただけで 安全なシステムとなるわけではないことに 

留意し 、 個々の部品が 装着されるプラットホームのあ り方の検討と、 システム全体としての 

安全性を確認する 手法を提示することも 今後重要な課題となる。 

2 慨 存の情報システムとのコネクティビティとラッピンバ 

lH 巳の考え方は 、 個々の標準化を 部品として提供するだけではなく、 さまざまな業務シナ 

リオを一連の 流れとして遂行する 上で必要となる、 部品やシステムの 相互接続性を 実現する 

ために、 ガイドラインを 示すことであ る。 ソフトウエア 部品あ るいは部品化されたサブシス 

テムを新規に 開発することは 負担が大きくソフトウエアババの 危険性もあ る。 従って、 既存 

の 情報システムにおいて 安定的に稼動している 部品やサブシステムに、 標準に基づいた 相互 

接続性を提供できるように 一定のソフトウエア・ラッピンバ ( 包み込みソフトウエア ) を施 

すことによって 実現することも 推奨される。 その場合に、 システム，性能の 低下などをきたす 

ことがないように 技術選択には 十分な配慮が 必要であ る。 

(5) 医療安全確保の 視点からの電子カルテの 機能 

m) 標準的電子力 ノレテ システムが医療安全確保に 寄与できる領域 

医療安全確保のために 医療情報システムが 積極的に寄与できる 視点として、 対象患者の取 

り 違い防止、 使用する医薬品が 器材の取り違い 防止、 医薬品使用時の 用量や用法の 間違い防 

止、 処方や検査・ 処置の指示内容の 間違い防止、 検査結果等の 患者状態の把握間違いの 防止 

など、 多岐にわたるものが 考えられる。 こうした医療安全確保に 関する機能を 標準的電子力 

ルテ の基本機能として 提示し、 日常診療業務フロ 一に取り込むことによって、 医療安全確保 

に寄与できると 考えられる。 
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一方、 操作性が個々に 異なる電子カルテシステムにおいて、 それを操作する 医療者の操作 

ミスを誘発する 危険性が指摘されている。 さらに、 電子か しテ システムの共通マスターや 計 

算ロジックに 容易にほ発見しがたい 暇疵 ( ババ ) が内在することによって、 思いがけない 医 

痛事故を誘発する 危険性が指摘されている。 このような、 電子カルテシステム 自体の医療安 

全にかかわる 内在的問題を 解決する手法としても、 標準的電子カルテシステムの 考え方が重 

要 であ る。 

2 レステム と人 ( 利用者 ) の役割分担の 明確化 

一般に医療安全の 確保において、 情報システムが 貢献できることは 多岐にわたるが 限定的 

であ り、 人による過誤をチェックすることが 主であ る。 従って、 医療安全確保に 関する情報 

、 ンステムの機能 は 、 その機能が前提としている 利用方法あ るいは人の役割分担とをセットで 

検討される必要があ る。 

3) 今後のシステム 開発、 運用管理の方向性 

情報システムが 医療安全に寄与する 度合 いが 増すほど、 安全でババの 少ない情報システム 

開発が医療の 安全性確保に 重要となってくる。 そのためには、 安全性が確認され 使用実績の 

あ るソフトウエア 部品の蓄積とその 利用が重要であ る。 またそうしたソフトウエア 部品の詳 

細な仕様の文書化の 蓄積と公開も 必要であ る。 

一方、 たとえば体表面積計算式や 心拍 出 量計算式のような 生体パラメータの 計算 コ ジック 

が電子カルテシステムに 組み込まれる 場合に、 システム間で 採用される計算式が 異なるといっ 

たことがないように 関連学会などの 協力で標準的な 取り決めを提示していくことなども 望ま 

れる。 

(6) 共通の機能の 実装に当たっての 安全で適切なシステム 運用指針の整備と 利用 

現行の「法令に 保存義務が規定されている 診療録及び診療諸記録の 電子媒体による 保存 

に関するガイドライン 等について」 ( 平成Ⅱ同 3 月 ) が技術的中立を 徹底したために、 抽 

豪的でわかりにくいという 指摘を踏まえ、 利用可能な技術にも 言及し、 運用管理及び 技術的 

対策を適切に 組み合わせた 具体的な対策等の 提示が必要であ る。 

また、 現行ガイドラインでは、 診療自体に影響を 与えない可用性の 維持と医療専門職 等 

の 守秘義務の達成等に 軸足を置いた 安全対策を提示していたが、 個人情報保護法の 全面施 

行を踏まえ、 個人情報保護の 視点からの医療情報システムの 一般的なセキュリティ 対策に 

も対応が必要であ る。 

このため、 「医療情報 ネ、 ノ トウ一ウ基盤検討会」の 最終報告 ( 平成 16 年 9 月 ) 提言を踏ま 

え「医療情報システムの 安全管理に関するガイドライン」が 作成，公表されたところであ り、 

今後、 関係者が同ガイドラインを 遵守するとともに、 常に自己の安全対策を 評価し適切に 見 

直すことが求められる。 

なお、 こうした指針については、 技術的な進展等に 対応した継続的な 改訂等の体制を 確保 

することが必要であ る。 
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2. 標準的電子カルテを 普及させるために 必要な基盤整備 

㈲医療用語・コードの 標準化マスタ 一の普及 と 改善 

1) 病名等の整備された 標準マスタ一の 官民一体となった 普及 

医療用語・コードのなかでもとりわけ 病名コードや 手術処置コードは、 電子カルテシス 

テムで医療データが 蓄積されていく 過程において、 早急に標準化を 普及させ実際にそれが 

、 ンステムに導入されることが 必要であ る。 一般に標準マスタ 一の採用は 、 個々の導入シス 

テム での利点がすぐには 体感しがたい 一方で、 最初の導入時には 既存のコード 体系との変 

換表を用意しなければならないなど 作業コストがかかることが 多い。 従って、 標準マスター 

の 導入に一定の 技術的・人的・ 経済的支援等を 行 うは か、 導入にあ たってなんらかのイン 

センティブを 導入推奨ベンダーあ るいは導入医療機関に 与えることも 検討が必要であ る。 

2) 適切なメンテナンス 体制と安定的に 自由に利用できる 仕組みの構築 

標準マスターは 継続的にその 内容を維持管理して い く体制が必要であ る。 また、 標準マ 

スタ一等は公共知財の 意味合いが強いため、 維持管理に必要な 費用を確保する 仕組みが出 

来ていない。 これらの標準マスタ 一等 は 、 デジタル公共知財としてコンピュータで 利用 可 

能 な形態で、 広く安価に安定的に 利用可能であ りつづけることが 非常に重要であ る。 従っ 

てそれが将来にわたって 担保されるためにも、 国 ・標準化開発維持管理団体・ 利用者が一 

体 となって、 安定的供給・ 維持管理の枠組みの 構築が強く望まれる。 

(2) 新旧システム 間での円滑なデータ 移行や異なるシステム 間での互換性確保 

1 撰 施設間等の情報連携 

画像・臨床検査結果等のデータは、 すでに開発され 供給されている 臨床検査項目コード、 

放射線部門コード (JJ]0 「 7) 等の各種標準コードと、 DlC0M 、 および HL7 に準拠したし AHlS 

臨床検査データ 交換規約の採用により 今後の安定的で 施設互換性のあ る情報連携が 可能であ 

る 。 処方等の情報連携においても、 標準医薬品コード ( 通称 HO 丁 コード ) 、 HL7 に準拠した 

」 AH@S 処方データ交換規約 V2 の採用により 日本特有の 1 日量や食事と 関係づげた処方指示 

なども可能であ り、 円滑に施設間情報連携が 可能となっている。 

退院時要約等の 医療用の定型文書情報は、 前述の H 」 7 、 DlCoM 等に加え、 @S0 化された HL7 

V3 の RlM (Reference @nf0rmati0n Mod 引 ) にⅡ MlX( 電子化された 診療録情報の 交換のための 

項目セット ) を 準拠させる作業が 進められており、 これにより情報の 構造、 タグ、 データタ 

イフを規定することが 可能になりつつあ るため、 この採用が今後推奨される。 

所見、 経過等の各種詳細内容は、 今後、 標準的形式による 記述指針の策定が 必要であ る。 

m) 個々の新旧システムのデータ 移行 

@SO  化される予定となっている HL7  CDA  R2  ( ㎝ micalDocumentArc ㎞ ecture  Release  2)  な 

どの標準的形式で 旧システムの 電子カルテデータを 出力し 、 新システムに 移行することが 可 

能 であ るよ う に詳細を設計していくことが 必要であ る。 

前述したよ う に 旧 システムに蓄積された 検査結果や処方は 旺 7 準拠、 画像は DlCoM 準拠 

で 新システムにデータの 移行が可能であ ると考えられる。 所見など他の 電子カルテを 構成す 
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る データとりわけ 文章データは、 乱 7 RlM 準拠のⅡ MlX ( 開発中 ) を用い、 旺 7 CDA R2 に 

準拠する形式での 移行を検討することが 推奨されるが、 か しテ の所定書式やその 他の文書に 

ついて、 これによる記述の 指針の作成が 必要であ る。 

新旧システム 移行時にそれまで 使用されていた 独自コードがあ る場合には、 その機会を捉 

えて各種の標準用語コードマスター へ 移行する措置をとることを 強く推奨する ぽ か、 その イ 

ンセンティブのあ り方についても 検討が必要であ る。 

(m) 標準化を推進するためのインセンティフについて 

標準化の導入はその 効果が短期的には 個々の医療機関で 体感しにくい。 それどころか 現時 

点では既存の 導入費 産 があ る場合には、 それから移行するための 費用負担が発生することも 

多く、 そのようなケースでは 負のインセンティブ 要因のほうが 強い。 

少なくとも既存資産がなく 新規に導入する 場合には、 一定の強制力をもって、 標準化され 

たシステムが 導入されるように 制度等の整備を 行うことが期待される。 また、 既存資産があ 

る 医療機関においても、 新たに標準化されたシステムが 導入されることにより 結果として大 

きな利点があ るよ う に、 診療報酬上の 措置等の方策の 検討が望まれる。 

3. 標準的電子カルテ 導入による効果や 影響等の評価について 

電子カルテ導入の 効果皮 ぴ 影響等に関しては、 医療機関の機能を 高め、 患者の信頼等を 得 

る 上で有効な手段であ るとの個別事例報告が 行われてきたが、 医療機関の経営主体の 性格、 

導入前の状況や 導入の契機等も 相違する等により、 一般化が可能な 研究成果を得ることが 困 

難であ った。 

平成 15 年度からの実施された 研究班の報告により、 電子カルテが 医療機関の戦略的な 運 

営に広く関わっている 状況とともに、 その導入の具体的な 影響と効果を 明らかにし、 医療機 

関における目標管理及び 自己評価の手法として、 バランスト・スコアカード (BalancedScore 

Card: BSC) の 4 つの視点 ( 患者視点、 財務視点、 病院機能視点、 人材育成視点 ) や 各視 

点の重要業績評価指標 (KPlKKeyPerforrmance@ndicator) による評価モデ ノレ の有用性が示され 

たところであ る。 

こうした具体的な 評価指標等の 抽出については、 標準的な電子カルテの 機能との関連から 

もさらに検討し、 標準的な評価手法や 指標等の選定とその 検証を行っていくことが 必要であ 

る 。 

4. 電子カルテシステムの 適切な普及のための 方策 

電子カルテ導入のメリットとしては、 医療安全の推進を 含む医療の質の 向上や効率化、 患 

者への情報提供、 医療機関内外の 連携の促進等が 挙げられており、 電子カルテを 導入するこ 

と 自体が目的化されることは 好ましいことではないと 考えられる。 

l 丁戦略本部評価専門調査会第三次中間報告 ( 平成 16 年 ]2 月 ) においては、 電子カル 

テには様々な 意味と期待が 混在していることもあ り、 普及によってどのような 成果が見込め 



るのかが見えにくくなっており、 利用者の視点で 成果目標に基づく 普及状況の評価を 行うべ 

きであ ると提言している。 また、 上述の日本医療情報学会が 公表した「電子カルテの 定義に 

関する見解」でも、 完全な ぺ一 パーレス、 フィルムレスの 電子化に限らず、 医療機関で求め 

られる機能に 応じた電子カルテのあ り方を提示しており、 今後の普及状況の 評価等において 

f2 、 このような考え 方を取り入れていくことが 必要であ る。 

なお、 電子カルテにより 望ましい診療行為や 診療体制が実現される 等、 国民の理解を 得ら 

れる条件を満足する 場合等においては、 さらなる効果的な 経済的支援策等の 普及策を講じる 

ことも積極的に 検討するべきであ る。 

Ⅳ．おわりに 

電子カルテの 開発者、 利用者であ る医療機関、 学会、 行政機関等は、 本報告書の趣旨を 踏 

まえ、 それぞれの役割を 認識して、 標準的電子カルテを 推進して い くべきであ る。 

国際的調和という 観点からは、 学会や国内覚の 標準化団体等の 一層の連携が 必要であ り、 

国際標準であ る情報技術等との 整合性の確保に 向けて各団体等が 協調して取組む 必要があ る。 

しかしながら、 世界の医療分野の 情報化のリーダーとして、 標準化の推進に 係る知見を公表 

しっ っ 、 日本独自の情報モデル 等を確立し、 それを国際標準へ 反映させていくという 姿勢が 

必要であ る。 

産業界においては、 標準的電子カルテの 目的と目標等を 十分に理解し、 安価で有用性の 高 

い電子カルテの 開発が持続的に 発展するように、 保健医療福祉情報システム 工業会 り AHlS) 

を中心とした 一層の努力が 必要であ る。 

医療 界 においては、 標準的電子カルテの 利用者として、 望ましい医療の 業務フロ一等を 自 

ら点検しつつ、 電子カノ レテ で取り扱う情報の 範囲や不可欠な 固有機能を決定し、 地域で構築 

された医療情報ネットワーウへの 主体的な関与等により、 電子カルテ利用の 費用対効果を 高 

めていくことが 必要であ る。 

行政機関は、 医療専門団体や 個々の医療機関における 取組と調和を 図りながら、 標準的 電 

子 か しテ の目的や目標に 資するモデル 事業等を推進していく 他 、 産業界や学会等の 協力を得 

て、 適切なシステムの 研究開発や運用面での 合意形成を促進しながら、 国民的な理解を 前提 

とした普及支援策を 推進することによって、 標準的電子カルテの 普及に向けた 基盤を整備し 

ていくべきであ る。 
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